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2-１ 新川崎地区の概況

1999 「新川崎・創造のもり計画の推進への協力に関する川崎市と慶應議塾の協定」締結

２０００ K2タウンキャンパスの開設

２００３ かわさき新産業創造センター「KBIC」開設

２００５ 新川崎地区・地区計画の策定

２００８ イニシア新川崎竣工

２０１０ シンカモールの開業、レジデンシャルスクエア竣工

ニデック（旧・日本電産）新川崎テクノロジーセンター操業開始
鹿島田こ線橋歩道橋 完成 ２０１４

クレストプライムレジデンス竣工、新川崎交通広場整備 ２０１５

産学交流・研究開発施設「AIRBIC」開設 2019

新川崎地区・新小倉小学校の開校（予定） 20２５

商業・まちづくり

産業・研究開発

シンカモール

量子コンピューター
出典：日本IBM

ニデック（旧・日本電産）
新川崎テクノロジーセンター

AIRBIC

２００９ A地区の立地誘導募集開始

A地区

D地区
（新川崎・創造のもり）

E地区

F地区

B地区

三菱ふそう
トラック・バス

メルセデスベンツ
R&D

帝国通信工業

長谷川香料
ニデック

・富士通
・NECネッツエスアイ

キヤノン

日立製作所
JR新川崎駅

・日本IBM
・レゾナック
・KHネオケム
・大和ハウス工業
・太陽誘電

・慶應義塾大学K2タウンキャンパス
・4大学ナノ・マイクロファブリケーション
コンソーシアム

新川崎地区立地企業 新川崎地区周辺企業

C地区

新川崎地区及び周辺の企業集積状況

Ｋ２(ケイスクエア)
タウンキャンパス

KBIC本館

NANOBIC
AIRBIC

さいわいふるさと
公園

○新川崎地区は旧国鉄の操車場跡地を中心としたエリア（33.2ha）で、平成17(2005)年に新川崎地区・地区計画を策定し、整備・誘導を推進しており、研究
開発企業やものづくり企業の立地が進み、本市を代表する産業集積地へと発展しており、住宅や交通インフラの整備も大幅に進展しています。

○新川崎・創造のもりは、D地区に位置し、産学官の連携による新しい科学・技術や産業を創造する研究開発拠点の形成と次代を担う子どもたちが科学・技術
への夢を育む場づくりを目指し、段階的な施設整備を推進しています。

第３期・第２段階事業(H31(2019)年～)AIRBIC

K2タウンキャンパス
平成12(2000)年～

慶應義塾大学の約20の研究プロジェクトが入居

KBIC
平成15(2003)年～

ものづくり支援機能を備えた新産業支援施設

NANOBIC
平成24(2012)年～

ナノ・マイクロ技術の産学官共同研究施設

AIRBIC
平成31(2019)年～

官民連携整備のオープンイノベーション拠点

【さいわいふるさと公園】

さいわいふるさと公園（18,149㎡）は、緑豊
かで様々な活動や憩いの場として利用でき
る都市公園（近隣公園）として平成2２
(2010)年に開設

４つのグループが協力し、「さいわいふるさ
と公園管理運営協議会」をつくり、維持管理
や花植え作業等の活動を実施

K2タウンキャンパス

土地所有者：川崎市
借地権者・建物所有者：まちづくり公社
維持管理：まちづくり公社
入居：慶應義塾大学（まちづくり公社と賃貸借契約）

かわさき新産業創造センター
（KBIC、NANOBIC、AIRBICの一部）

土地・建物所有者：川崎市
指定管理者：かわさき新産業創造センター共同事業体
（指定期間５年間：令和５（2023）年度～令和９（2027）年度）

入居：ベンチャー企業・大学等（市から利用許可）

底地権：川崎市

借地権者：一般財団法人川崎市まちづくり公社
（事業用定期借地権契約） 底地権：川崎市

新川崎・創造のもりの事業スキーム

○令和５(2023)年８月、本市と慶應義塾は新川崎・創造のもり地区の機能更新に向けて協力・連携協定を締結し、次の100年を見据えた我が国の成長を
けん引する拠点として、更なる発展を遂げることを目指した協議・検討の取組を開始しました。

○また、令和6年（２０２４）年４月には「新川崎・創造のもりの機能更新に関する基本的な考え方」を策定し、川崎市が目指す新川崎・創造のもりを中核とした
「量子イノベーションパーク」と慶應義塾が目指す「世界に伍する研究開発拠点」を一体的な視点で検討を進め、K2タウンキャンパスの機能更新を通じ、新
川崎・創造のもり全体の機能更新を推進し、先端企業・大学等が集積し、研究開発を加速する良好な研究環境機能や高度人材を惹きつけ、国内外から優
れた人材を誘引する機能、地域に開かれた憩いの空間等の６つの機能の導入について、整理しました。

○こうした基本的な考え方に基づく、新川崎・創造のもりの機能更新を具体的・着実に実現するため、今般、「新川崎・創造のもりの機能更新に向けたイノ
ベーション拠点整備基本計画」を取りまとめ、今後の事業実施に向けた取組を推進するものです。

２０１２ 東京大学、日本IBM、川崎市による「東京大学
社会連携講座の実施に関する基本協定」締結
ナノ・マイクロ産学共同研究施設「NANOBIC」開設

東京大学、日本IBM、川崎市による「量子コンピューティング技術の普及と
発展に関する基本協定書」締結
アジア初のゲート型商用量子コンピューター「Kawasaki」稼働 20２１

慶應義塾と「新川崎・創造のもり地区の機能更新等に関する協定」締結 20２３

新小倉小学校

本編p.2-5

本編p.6-23
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2-2 これまでの成果

○これまで様々な立地企業が成長・発展しており、国内外で注目される幅広
い分野の研究開発型スタートアップ企業を輩出しています。

株式会社Veritas In Silico

出典：株式会社Veritas In Silico

株式会社LexxPluss

出典：株式会社LexxPlussHP

Heartseed 株式会社 LQUOM 株式会社

 iPS細胞を用いた重症心不全の抜本的治療法を開発
令和6(2024)年７月、東京証券取引所グロース市
場に上場

mRNA上の部分構造を標的とする新しい概念
の創薬システムを確立

令和6(2024)年2月、入居中企業で初めて東
京証券取引所グロース市場に上場

自動搬送ロボットによる物流自動化システムを開発
設立約５年で従業員約50名に成長し、市内に本社・
研究拠点を拡張移転

量子通信システム、量子中継器の開発と製品化
に取り組む、横浜国立大学発のスタートアップ

○新川崎地区の拠点整備を通じ、市税収入の推計額や、立地企業の成長に伴う雇用人数等から、本市への高い還元効果がもたらされていると考えられます。

創造のもりでの支援実績

資金調達の累計額

IPOまたはポジティブなM＆A
KBIC開設からの累計

7社

2５２億円+

6社
Jスタートアップ
NEXTユニコーン企業数
令和6年10月時点

10億円以上の資金調達達成
企業数

９社+

１４社
慶應発スタートアップ数（累計）

１０８社+

卒業企業数
直近10年間の実績※令和6(2024)年３月時点 ※令和6(2024)年３月時点

地区内の法人市民税・固定資産税・事業所税の推計額は、平成22(2010)年から令和5（２０２３）年までの累計で約142億円
支援実績は、資金調達の累計額、IPO、Ｍ＆Ａの成果も着実に創出し、地区内の事業所数・従業者数も大きく増加

地区内の法人課税の概算税収金額（推計）

累計額：約142億円（個人市民税を加えて累計額は約238億円）
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累計額

単年度（億円） 累計額（億円）

A地区の立地誘導
促進

AIRBIC開業

シンカモール開業

平成21(2009)年度 平成24(2012)年度 平成28(2016)年度 令和３(2021)年度

事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数

A～D地区 15 152 14 194 43 1,159 82 1,690

E、F地区 4 85 15 2,189 5 466 10 962

合計 19 237 29 2,383 48 1,625 92 2,652

地区内の従業者数の推移

経済センサス調査から作成

○先端分野での企業・大学の研究開発の実用化・実証に向けたオープンイノベー
ション型のプロジェクトが複数展開していることが大きな特徴の一つです。

ナノ・マイクロ技術 量子インターネット通信 次世代半導体パッケージ開発

慶應義塾大学、早稲田大学、
東京科学大学、東京大学の４
大学のナノマイクロ分野の先
端研究拠点

量子インターネットの産学官連
携研究開発コンソーシアムが
汎用量子通信ネットワークのテ
ストベッド環境を構築

基板、装置、材料メーカが、次世代半
導体パッケージの技術変化に応じた
評価技術、基板、材料、装置を開発

○次世代を担う人材の育成や、企業・大学の連携を生み出すイベントを多数開催
K2 OPEN SEMINAR科学とあそぶ幸せな一日 かわさきジュニア

ベンチャースクール

Kawasaki Quantum 
Summer Camp 

小中学生向け科学体験イベント 小中学生向けアントレプレ
ナーシップ醸成プログラム

高校生向け量子コン
ピューター人材育成プロ
グラム

地域の企業等を対象に
慶應義塾大学の先端的
研究開発の成果を還元

KBIC卒業 NANOBIC

AIRBIC KBIC本館

出典：Heartseed 株式会社HP
出典：LQUOM 株式会社

※令和6(2024)年３月時点
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出典：(株)レゾナックHP



2-3 「量子イノベーションパーク」実現に向けた取組

革新的な素材の開発

脱炭素・クライメート
テックへの貢献

量子計算機の利用
環境の構築

高度なものづくり技術等を活かした
サプライチェーンの構築

量子技術分野に参入する
企業の拡大

地域課題の解決に向けた量子実証フィールドの提供

（例：交通最適化、防災・減災シミュレーション等）

若年層向け量子人材育成

量子関連企業の集積

量子イノベーションパークのイメージ

創薬や診断・治療技術等
の開発促進

キングスカイフロント

川崎臨海部

南渡田地区

新川崎・創造のもり

市内全域

国内外の量子拠点、企業、大学、
研究機関等と連携

拠点間、取組間の連携により
相乗効果を発揮

それぞれのプロジェクトが連携

川崎市内周辺の量子プレイヤー 東芝（量子通信）

富士通（超電導）

NEC（量子アニーリング等）

ペプチドリーム（量子創薬計算）
JSR（量子化学計算） 等

三菱ケミカル（量子化学）（横浜市）

川島製作所（コネクター）

コアックス
（同軸ケーブル）（横浜市）

アヘッド・バイオコンピューティング（量子創薬計算）

キングスカイフロント

エヌエフ回路設計ブロック
（低雑音信号処理）（横浜市）

出典：NEC HP

出典：富士通HP

慶應義塾大学 矢上キャンパス(横浜市)
Keio University Quantum Computing Center
IBM Q Network Hub

出典：慶應義塾HP

QKDシステム 出典：東芝HP

出典：川島製作所

慶應義塾大学 永山研究室（量子通信）
慶應義塾大学 武岡研究室（量子通信）
QITF（量子インターネットタスクフォース）
慶應義塾大学 田中研究室（量子アニーリング）
日本IBM（量子コンピューティング全般）
QII（量子イノベーションイニシアティブ協議会）
※新川崎の量子コンピューターを使用
LQUOM（量子通信）
SQAI（サステナブル量子AI研究拠点） 出典：日本IBM 永山研究室のテストベッド環境

オータマ（磁気シールド）

出典：オータマHP

新川崎・創造のもり

○中核となる新川崎・創造のもりでの量子関連企業の集積や量子人材育成の取組に加え、市内ものづくり企業の高度な技術等を活かした量子サプライチェー
ンの構築、量子コンピューターを活用した臨海部での創薬や脱炭素、クライメートテックの研究開発の促進、市内の地域課題の解決に向けた量子実証フィー
ルドの提供など、拠点間、プロジェクト間の連携により相乗効果を発揮し、市内全域での量子イノベーションパークの実現に向けた取組を推進します。

○川崎市内及び市内周辺には、量子コンピューターのハードウエア開発から、ハードウエアの周辺部材、量子コンピューターのユーザー企業、量子インターネッ
ト通信などの幅広い分野の企業・大学が集積しており、量子イノベーションパークの実現に繋がる高いポテンシャルを有しています。

○世界各国において、量子コンピューターの実用化に向けた国家戦略の策定や巨額の投資を行う動きが活発になるなど、開発競争が激化しています。
○また、量子コンピューターの実用化に伴う社会的・経済的インパクトや、経済安全保障上の重要性から、量子技術の重要性・競争性が高まっています。
○川崎市では、新川崎・創造のもり地区が世界の他の拠点と比較しても高い優位性を持つ量子コンピューティング技術を活かし、同地区を中核とする市内全域
での量子分野におけるイノベーションの創出を図る「量子イノベーションパーク」の取組を推進します。

• 「量子力学」の法則を利用して、従来のコン
ピューターでは膨大な時間を要する複雑で高度
な計算を、短時間で解くことを可能とする技術

• 電力消費が極めて小さいことが特徴であり、将
来、材料開発、創薬、金融、AIなど幅広い分野で
活用され、革新的な成果を生み出すと期待

量子コンピューティング技術とは

量子技術を核としたイノベーションの創出に向けた多様な研
究・実証・教育プロジェクトが、新川崎・創造のもりを中核とし
て、様々な企業・研究機関等において市内全域で展開される
姿を言い、それぞれのプロジェクトが相互に連携、影響を及ぼ
しあうことで、世界の量子イノベーションを先導するエコシス
テムが形成されることを目指すものです。

新川崎・創造のもりで稼働する国内最高性能の
ゲート型量子コンピューター
IBM Quantum System One「Kawasaki」

出典：日本IBM

量子イノベーションパークとは

マイコンシティ

リカザイ（薄膜部材）
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基本方針03

3-１ 機能更新の基本方針

○令和5(2023)年８月慶應義塾と川崎市が「新川崎・創造のもり地区の機能更新等に関する協定」 を締結し、連携協力して「新川崎・創造のもりの機能更新
に関する基本的な考え方」（令和６（2024）年４月）を取りまとめました。

○基本的な考え方での整理を踏まえ、新川崎・創造のもりを中核とした「量子イノベーションパーク」と慶應義塾が目指す「世界に伍する研究開発拠点」は親和
性が高く、相互に連携することで相乗効果を発揮するものであることから、一体的な視点で検討を進め、新川崎・創造のもり全体の機能更新を推進します。

川崎市が目指す創造のもりを中核とした量子イノベーションパーク慶應義塾が目指す世界に伍する研究開発拠点

Society5.0の実現や社会課題の解決に貢献

社会実装、事業化が加速する研究開発拠点

世界トップレベルの多様な人材

学際的、発展性のある拠点

連携・交流のエントランスとなる拠点

次世代人材を輩出する拠点

量子技術、AI、半導体等の最先端テクノロジーの「知」と「人材」の集積地

国内外から高度人材を呼び込む世界最高水準の国際的な研究開発拠点

早期の社会実装化を意識した拠点

オープン・クローズ戦略を効果的に活用できる拠点の形成

交流・コミュニティ環境

自然と調和した研究環境の構築

親和性・相乗効果

3-2 目指す姿

3-2-① 新川崎・創造のもりが目指す姿

○新川崎・創造のもりに集積する大学・企業等の技術を基盤とし、様々なプロジェクトの推進を通じ、地域課題や社会課題の解決と成長など、川崎市の 「サステ
ナビリティ・トランスフォーメーション（SX）」の実現に貢献する研究開発拠点を目指します。

SXの実現に向けた市民・社会生活や産業構造を変革する様々なプロジェクトの推進

慶應義塾大学等とともに実現

新川崎・創造のもりに集積する
大学・企業等の技術

量子 半導体

コンピューティング

ロボティクス

ハプティクス 通信

AI

モビリティ

サステナビリティ・トランスフォーメーション
SX・川崎モデルの実現

Society5.0
防災・減災
交通・自動運転
ドローン
デジタルツイン
生産性向上

ウェルビーイング
フレイル予防・健康寿命延伸

次世代エンターテインメント
次世代スタジアム・スポーツ産業

次世代人材育成
リカレント教育

脱炭素・カーボンニュートラル

気候変動・適応策
クライメートテック
食料・農業・バイオ
次世代エネルギー
ネイチャーポジティブ

次世代コンピューティング
暗号通信
センシング
金融
素材
創薬

企業の技術革新
新産業の創出
超微細加工
先端半導体

DX
デジタル

トランスフォーメーション

LX
ライフスタイル

トランスフォーメーション

GX
グリーン

トランスフォーメーション

QX
クオンタム

トランスフォーメーション

IX
インダストリアル

トランスフォーメーション

本編p.24-35

（※）新川崎・創造のもりが目指すサステナビリティ・トランス
フォーメーション（SX）とは、DX・GX等の技術やプロジェク
トを通じ、地域課題や社会課題の解決を図り、市民生活や企
業・社会の活動などがサステナビリティ（持続可能性）を重視
したものへと転換することです。

慶應義塾 伊藤公平塾長と川崎市 福田紀彦市長
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3-2-② 新川崎・創造のもりが成長のエンジンとなるイノベーション・エコシステムの姿

○本市の拠点が持つ価値、強みを活かした、最先端技術とスタートアップのイノベーション・エコシステムの形成を目指します。

○まず、K-NICに全国の起業家が集まり成長の道筋を描き、「新川崎・創造のもり」において成長の軌道に乗せ、その後、キングスカイフロントや南渡田地区
等において成長の果実を社会実装し、グローバルビジネスへと発展させます。

○その成長の成果・資産を次世代の人材・スタートアップの輩出へと還流させ、次々とイノベーションを生み出す持続可能なエコシステムを実現します。

キングスカイフロント

K-NIC • NEDOとの共同による研究開発型スタートアップ支援のワンストップ拠点
• グラント獲得、資金調達支援

ライフサイエンス領域のグローバル研究
開発拠点

（プレシード～シード）

• 国内外から最先端技術と高度人材の集積・輩出
• 拠点の核となる複数のグローバル企業の立地の加速・集積
• 大学発スタートアップの創出・シード・アーリー期の成長支援
• 次世代人材育成・アントレプレナーシップの醸成

起業・創業

人材

資金

技術・アイデア

下野毛・黒川地区

新川崎・創造のもり

川崎イノベーション・エコシステムを駆動する成長のエンジン（量子イノベーションパーク）

アイデアを練り上げ、成長の道筋を描く

アイデアを形にして、技術を磨き、成長の軌道に乗せる

高度なものづくり企業・エレクトロニクス・
情報通信分野の産業集積、新たな拠点形成

マテリアル・クライメートテックのイノベーション拠点
大規模研究、生産の拡張性

アクセラレーション

南渡田地区

研究開発から社会実装まで一気通貫で実施

研究開発の成果を次々と羽田空港からグローバルに展開・発信

高度なものづくり企業・研究開発企業の一大産業拠点

全国から成長の初期段階にある起業家やスタートアップが川崎に集結

成長の果実を社会に実装する

インキュベーション
情報・人脈

（シード～アーリー）

（アーリー以降）

・量子・AI技術のライフサイエンス分野への応用
による創薬や診断・治療技術等の開発促進

・羽田空港を介したグローバルビジネスの創出

・高度なものづくり技術等を活かした量子コン
ピューター等のサプライチェーンの構築

・量子技術分野に参入する企業の拡大

企業・人材・技術・資金・情報の還流
世界をリードする産業・技術・人材を創出し、
成長の果実・成果を次世代の人材・スタートアップの輩出へと還流

量子技術との融合により期待される効果

・量子技術との融合による革新的な素材の開発

・量子最適化等を活かしたクライメートテックへ
の貢献

・先端半導体材料のイノベーションの加速

5

都心に集積するディープテック分野のスタート
アップのうち、NEDOとの連携を活かした研
究開発機能の立地の強み

世
界
と
の
拠
点
間
競
争
を
勝
ち
抜
く
優
位
性
の
発
揮



視点 必要と考えられる機能 導入に向けた配慮事項

研
究
の
加
速
化
・

実

用

化

(1) 先端企業・大学等が集積し、研究開発を加速する良好な研究環境機能
大空間ラボスペースの整備
バリエーションと柔軟性、可変性のあるラボの整備
安定的で信頼性の高い研究・事業インフラの確保

(2) 経済安全保障に配慮した研究を支えるセキュリティ機能
日常動線を適切に分離し、セキュリティを確保
セキュリティラインを設定

優

れ

た

人

材

の

集

積

(3) オープンイノベーションを活性化する交流・コミュニティ機能
ラウンジやコミュニケーションスペースを動線の結節点に配置
カンファレンススペースを配置

(4) 高度人材を惹きつけ、国内外から優れた人材を誘引する機能
魅力ある大型プロジェクトや中核企業等の立地誘導
研究者やその家族の滞在環境、サポート環境の検討
誰もがアクセスしやすく、利用しやすい環境の整備

拠
点
の
魅
力

を
高
め
研
究

開
発
を
支
え

る

基

盤

(5) 次世代を担う子どもたちが科学技術への夢を育む場など、多世代の人材を育成する機能 市民や地域に開かれ、子どもたちの科学技術への夢を育む環境の整備

(6) 地域に開かれた憩いの空間
新川崎・創造のもりのエントランスにふさわしい賑わいと憩いの空間
さいわいふるさと公園との一体的な緑地、回遊性の向上
低層部へのカフェや売店の設置、オープンスペースの整備

3-2-③ 機能更新において必要と考えられる機能

3-2-④ 新川崎・創造のもりのエコシステムを形成する要素のイメージ

多様な人材が交流し、相互に成長・支援する場 技術やアイデアが生まれ、磨かれ、実現する場 資金や支援が人材を育て、技術を伸ばす場

⑥企業出身専門家の技術、研究開発支援

④VC等とのマッチング、資金調達支援④学生インターンシップがコミュニティの一員として
企業の研究・試作をサポート

②カフェやレストラン、日常導線で組織を越えて自然
に交流、ディスカッション

⑥高校生や大学生がベンチャー経営者や研究者と気軽
に交流

①お節介スタッフが入居者のネットワーキングを提供

⑥経済安全保障に配慮した高度なセキュリティと
オープンイノベーションの両立

⑤スタートアップや研究者と経営人材とのマッチング

⑧メディア等を使い分けたプロモーション

②市内企業に精通したコーディネーターがニーズに応
えるパートナーを紹介

⑦電力等のインフラの安定的な稼働環境

①コワーキング・登記可能オフィススペース

③知財、規制、財務等の専門相談の定期実施

①外部の人材・企業が気軽に訪れ、交流

③加工機械や３Dプリンター等を活用して気軽にア
イデアを具体化し、試作品を施設で気軽に実証

⑤若者の科学技術への興味を高める取組や市民向け
サイエンスカフェを定期的に開催

④高校生・大学生等が研究者・技術者から科学技術に
ついて学び体験できる場の提供

②滞在スペースを備え、国内外の研究者が短期又は
中・長期で創造のもりに滞在、活動

③カフェ・緑・公園が一体の開かれた緑地で、市民や学
生、研究者らが日常的に共存・交流

⑦国際感覚と科学技術を併せ持つ次世代人材の育成、
周辺学校との交流

⑦新川崎地区ネットワーク協議会の活性化

⑤成長を加速する新川崎独自のアクセラレーション
プログラムの提供

○「新川崎・創造のもりの機能更新に関する基本的な考え方」では、機能更新において必要な機能を次のとおり整理しました。

○新川崎・創造のもりのエコシステムでは、「多様な人材が交流し、相互に成長・支援する場」、「技術やアイデアが生まれ、磨かれ、実現する場」、「資金や支援が人材
を育て、技術を伸ばす場」の形成を通じ、次のような活動が活発に展開されるイメージの実現を目指します。
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土地利用・整備の方針04

4-１ 基本方針を踏まえた施設整備の方針、範囲

○創造のもりの既存の施設はインキュベーション施設として高い稼働率を維持しており、既存の居室を転用しての新たな機能の導入は困難な状況です。

○対象エリアの中心であるK2タウンキャンパスは、建ぺい率・容積率上は新たな施設の整備の余地がありますが、検証の結果、余剰地を活用した増築では、
拡張性、柔軟性、可変性のある大空間ラボや、経済安全保障に配慮したセキュリティ、効果的な交流空間等の必要機能を充足し、導入することが困難です。

○こうしたことから、K2タウンキャンパスの既存施設を解体し、 K2タウンキャンパスの敷地を対象に新たな施設の整備を行うことで、機能更新の効果の最
大化を図り、高度人材が集積するイノベーション拠点の形成や地域に開かれた憩いの空間の形成等の実現を目指します。

③全棟解体①現状 ④新たな施設の整備

新たな施設

②K2プロジェクトの移転

K棟

E棟
I棟

O棟
厚生棟

KBIC本館

施設整備のステップのイメージ

既存の鉄骨造２階建ての建物５棟（Ｋ・Ｅ・Ｉ・Ｏの研究棟４棟、厚生棟１棟）を解体し、新たな施設を整備

既存の鉄骨造２階建ての建物５棟の解体と新たな施設を整備を一体的に行い、工期の短縮と事業の効率化を推進

現在K2タウンキャンパスで展開されているプロジェクトは、研究活動の維持、影響の最小化を図りながら、事業を遅滞なく進捗させるため、新川崎・創造のもりの敷
地を活用しながら順次移転先を確保

移転先は、既存施設（KBIC本館、NANOBIC、AIRBIC）と、KBIC敷地内に一時的な受け皿としての機能を果たす小規模プレハブラボの設置を想定

移転

移転

本編p.36-42
7

Ｋ２(ケイスクエア)

タウンキャンパス
KBIC NANOBIC AIRBIC

先端技術を有する大企業、
スタートアップ等の交流・
連携の拠点

令和６（2024）年1０月末現在

ナノ・マイクロ技術や量
子コンピューティングの
産学共同研究施設

本市の強みを活かした
ものづくり技術をイン
キュベートするラボ

延床面積 入居率

KBIC 3,428㎡ 99.3％

NANOBIC 4,817㎡ 100.0％

AIRBIC 26,694㎡ 97.4％

敷地面積
建築面積

(建ぺい率)
延床面積
(容積率)

K2タウン
キャンパス

16,408㎡
3,170㎡
(19.3%)

6,100㎡
(37.1%)

・現状は緑地であり、利用可能性はあるが、隣接地
への日影の影響から、高度利用が困難で、必要
機能を十分に導入することが不可

・既存施設との連携・交流には不向きな配置

・現状は駐車場で自動運転の試験走行路として
も利用されており、附置義務に比して余剰ス
ペースがあるが、細長い形状で、大空間のラボ
等の整備が困難

・細長い形状となり、研究者が日常的に集う効果
的な交流空間の設置には不向き



4-2 新川崎・創造のもり全体の機能強化

○新たな施設と既存施設との接続によるシームレスな活動拠点確保と、施設間の交流・連携による成長促進機能の強化により、拠点価値の最大化を図ります。

4-3 敷地条件の整理 4-4 さいわいふるさと公園との一体的な緑地形成と回遊性の向上

項 目 新川崎地区地区計画による条件

所 在 地 川崎市幸区新川崎７番

用途の制限
学校・図書館（その他これらに類するもの）、事務所、集会所、研究所、倉
庫（倉庫業を営むものを除く）、公衆便所等公益上必要な建築物、その他
これらに付属するもの以外は建築不可

容 積 率 300％

建 ぺ い 率 50％（緩和条項により最大70%まで可）

高 さ の

最 高 限 度
建物高さ45m以下

＜参考＞
・Ｋ２、KBIC本館、NANOBIC ２階建
・AIRBIC ５階建
・（E地区）富士通(株) ６階建

日 影 規 制 4m平面、5h・3h

緑 化 率 敷地面積の25％以上

壁面の位置

の 制 限

制限あり（西側敷地境界線から10mの範囲は建築不可）
実質的な建築可能範囲は、約14,300㎡

そ の 他 新川崎都市景観形成地区

○新川崎地区地区計画が定められておりますが、必要機能の導入や、地域
に開かれた空間の形成、配置プラン・適正規模の整理を行い、その実現に
必要となる都市計画等の変更を検討します。

○研究施設と公園との境界を感じさせない空間の形成を図ります。

緑化率以上に緑を感じられる緑視率の向上に向けた緑の配置等の工夫
現在のさいわいふるさと公園の魅力等を活かしつつ、一体性のある緑地空間
の形成や回遊性を向上させるための動線の配置等を工夫

実証フィールドや、イベント利用できるような開放的な空間設計も工夫

隣接する2つの公園を緑の遊歩道でつなぎ、誰もが自
由に回遊できる境界のない一体的な緑地空間を形成

出典：UR都市機構HP

出典：大和ハウス工業HP

隣接する公園との間には塀がなく、市民開放施設も
設置するなど、地域・社会に開かれた空間を整備

・起業前、起業初期の活動場所
・大学発スタートアップのラボ
・若者がアイデアをカタチにする
場所

新たな施設 シーズをもとに研究開発を加速、事業を成長の軌道に乗せる

NANOBICKBIC本館 AIRBIC

インキュベーション

○大学・大学発スタートアップ・起業初期

「知」、「技術」、「人材」
の交流

活動スペースを拡張し、研究開発の加速と
ビジネスを拡大

○中核テナント・プロジェクト・
成長企業

既存施設
成長

成長
小～大規模ラボまで備え、研究開
発型スタートアップ支援に特化

クリーンルームを備えた、次世代コ
ンピューティング分野の支援の強化

幅広い技術領域のアーリーステー
ジのスタートアップの活動拠点

KBIC本館

NANOBIC

AIRBIC

さいわい
ふるさと公園

至 新川崎駅
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立命館大学いばらきキャンパスの事例

川崎区 キングスカイフロントの事例



人材育成機能

交流を生み出す仕掛け

良好な研究環境

経済安全保障に配慮
されたセキュリティ

コワーキングスペース・
コラボレーションスペース

オープンファクトリー

滞在機能

ユニバーサルデザイン

交通アクセスの向上

防災

環境配慮

※イメージ図であるため、要件定義ではありません

開かれた緑地と低層部の賑わい

○3-2-③で整理した「必要と考えられる機能」について、「研究開発を促進する機能」、「人材の集積に関する機能」、「拠点の魅力向上・
研究の基盤に関する機能」の具体化した導入イメージを示します。

人材の集積に関する
機能

拠点の魅力向上・研究
の基盤に関する機能

研究開発を促進する
機能

導入機能の整理05

人材の集積・育成を通じた
拠点の活性化

本編p.43-59
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5-1 研究開発を促進する機能

5-1-① 研究開発を加速する良好な研究環境 5-1-③ 先端デジタル工作機器を備えたオープンファクトリー

○大学、大企業やスタートアップなど多様な主体が集い、連携しやすい、
様々なニーズに対応可能な柔軟性、伸縮性を有する研究環境を構築します。

１フロアの床面積を最大限広く確保したラボスペース

様々な事業規模等を受け入れられるバリエーションに富んだ面積のラボ

将来的な研究環境の変化に備えた電気・通信等のインフラの容量 等

変化等に対応しやすい、オープ
ンでフレキシブルなラボ

実験室を二層吹き抜けにして、居
室と一体構造化

名古屋大学 ITbM トランスフォーマ
ティブ生命分子研究所

出典：文部科学省「特色あるラボデザインの事例集」

信州大学 国際科学イノベーションセ
ンター

オープンイノベーションを実現す
る無柱大空間

先端的なラボの事例

沖縄科学技術大学院大学

※職員撮影

5-1-② コワーキングスペース・コラボレーションスペース

コワーキングスペース・コラボレーションスペースのイメージ

利用用途に応じて
区画可能な大会議室

オープンな設えの
コワーキングスペース

交流を促進する
コラボレーションスペース

○施設に入居する企業・大学等に加え、外部の人材やアイデアを呼び込む
ため、起業を目指す若い世代の人材の支援や、支援者・パートナーとの出
会いの機会を提供するためのコワーキングスペース等を設置します。

異分野融合によるオープンイノベーションを活性化

組織の垣根を越えて集まった仲間とディスカッションできる場所

拠点内の研究者・技術者同士のマッチング、ネットワーキングの機会を提供

5-1-④ 経済安全保障・セキュリティ・安心安全に配慮した拠点形成

オープンファクトリーのイメージ

KOIL柏の葉
TiB FAB

DMM.make TOKYO

○KBICが備える、ものづくり工房、ＣＡＤ／CAM室等の機能を再編し、誰も
が気軽に試作、製作ができるオープンファクトリーへとリニューアルします。

企業、大学の研究用途だけでなく、起業を目指す高校生や大学生が自らのアイ
デアを形にする場所として、また、地域の方々や子どもたちが気軽にものづくり
を体験できる、市民にも開かれた施設を検討

オープンファクトリーを拠点に企業と高校生・大学生との共同研究にもつなげ、
ものづくりを通じた地域課題の解決にもつなげていくことを検討

○量子・半導体技術等は経済安全保障上の重要性が高いことから、オープンイノ
ベーションと経済安全保障を意識したクローズ戦略を組み合わせた、オープン・
クローズ戦略を効果的に活用できる拠点を目指します。

ソフト・サイバーセキュリティ対策

ハード対策

•研究セキュリティ・インテグリティの強化、セキュリティクリアランス等

•施設全体の統合ネットワークに対するサイバーセキュリティ対策、データの保護

• 入居企業の情報管理意識醸成に向けた教育・研修制度の実施、人材育成

•インシデント発生時の対応方針の明確化 等

•自然災害からの脅威に対応した安定的な電力、通信等のインフラ確保

•施設・機器へのアクセス管理、建物への入退室管理、監視カメラ、訪問者の管理体制

•オープン・クローズ戦略に基づくセキュリティレベルのゾーニング

•最先端セキュリティ技術の導入検討と実証（セキュリティロボット、顔認証システム等）
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5-2 人材の集積に関する機能

5-2-① オープンイノベーションを活性化する交流を生み出す仕掛け 5-2-③ 学校との連携等を通じた人材育成機能の充実

○入居者や来訪者が自由に交流するコミュニケーションスペースやオープ
ンスペースを、動線の結節点となる施設の低層部や各フロアに配置する
など、日常的な交流や異分野とのコラボレーションを促進します。

CIC Tokyo STATION Ai

入居者同士のコミュニケー
ションが生まれるよう、各階を
スロープで繋ぎひとつながり
の空間を形成

ベンチャーカフェエリアの中心
部に上階のオフィススペースに
繋がる階段を設け、入居者の
交流を促進

交流を生み出す仕掛けの事例

Mitsui LINK-Lab 新木場

施設の1階に誰もが利用できる
カフェと屋外テラスを設置し、
リフレッシュ環境からコミュニ
ケーションを活性化

5-2-② 滞在機能・スペースの整備

○国内外から優れた人材を誘引する機能の一つとして、研究者とその家族
が、研究と生活に快適に対応できるための滞在環境を整備します。

短期から中期的な滞在に対応したサービス付きアパートメントを想定

単身用に加え、海外の研究者を念頭に、世帯用の中期滞在用の居室も整備

研究プロジェクトや学会等に参加する研究者の数日間の宿泊利用等に対応

○学校との連携等を通じ、子どもたちが科学技術への夢を育み、多世代の人
材を育成する機能の強化を検討します。
新川崎地区に開校予定の市立新小倉小学校等、近隣の学校との連携により、
年間を通じた、この場所でしかできない学びの機会の提供を検討

一部スペースは外部に魅せる、学ぶ、体験する機会となる仕掛けも検討

若い世代が集まり、起業に向けた活動や、デジタル工作機械等を活用した試
作を後押しする機能、仕掛けも検討

若者世代も集まる起業・交流拠点

出典：渋谷QWS HP

出典：資生堂 HP

技術等の見える化

先端技術体験・社会実証参加

科学技術等を学ぶ場

法人向け賃貸社宅サービス等の事例
スタートアップ支援拠点

「STATION Ai」（名古屋市）の事例

共有の食堂やラウンジ、
フィットネスルームなどの
共用スペースからコミュニ
ケーションを創出

スタートアップ企業の入居スペースに加え、キッチン・
調理器具などを備え、家族やグループ利用に配慮し
たレイアウトの滞在型アパートメントホテルを施設最
上階に整備

5-2-④ 人材の集積・育成を通じた拠点の価値を高め、活気を生み出す
取組

○国内外から多様な人材、高度人材の集積を図るとともに、若い人材が集い、
施設の活用や研究者・技術者との交流を行うなど、拠点の価値を高め、活気
を生み出すための仕掛けを検討します。
他の拠点の事例等を参考に周辺エリアを含めた市内へのインターナショナルス
クールの立地誘導や近隣インターナショナルスクールとの連携を検討

インターナショナルスクールや地域の学校等との連携を通じ、科学技術に特色
を持たせたカリキュラムの実施に協力

創造のもりで学んだ人材が、将来、研究者や起業家・投資家として、創造のもり
の活動を支える役割を果たすことも期待

出典：CIC Tokyo 出典：STATION Ai 職員撮影

人材育成機能のイメージ

滞在機能の事例 職員撮影

出典：STATION Ai職員撮影
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5-3 拠点の魅力向上・研究の基盤に関する機能

5-3-① 開かれた緑地と低層部の賑わい 5-3-③ 誰もが利用しやすい環境整備（ユニバーサルデザイン・バリアフリー）

科学体験イベントのほか、キッチンカー、マ
ルシェ、地域の催しなどの開催

気分転換に緑に囲ま
れた空間で仕事がで
きるスペース

就業者がリラックス
でき、地域住民が立
ち寄りたくなるカ
フェ・レストラン

研究活動や生活を
支え、豊かにする
様々な商品を取り
扱う店舗

多様な活動を受け止
めるオープンで快適
な滞留空間

歩行者目線の１階部分にガラス張りの店舗や
ラボを配置し、歩いていて楽しくなるような空
間を演出

○創造のもりの回遊性を高め、居心地の良い空間設計とオープンスペース
の整備など、地域に開かれた機能を低層部に配置し、新川崎・創造のも
りのエントランスにふさわしい賑わいと憩いの空間を形成します。

5-3-② 外部からの来訪促進に向けた創造のもりへの交通アクセス向上

○企業等の立地促進や、外部からの来訪障壁の低減、交流促進を図るととも
に、施設間交流を促進する観点から、アクセスの改善を総合的に検討します。

立地企業や外部来訪者の日常的な周辺駅からのアクセス改善の検討

利用者の自由度の高い移動手段の導入等の検討
（カーシェアリングポートの新設やシェアサイクルポートの増設 等）

マイクロモビリティを活用した敷地内の移動、交流を促す仕掛けを検討
（電動キックボード 等）

立地企業等と連携した自動運転移動サービスの導入について検討

シェアEV 電動キックボードシェアサイクル

5-3-④ 防災と災害発生時の対応

5-3-⑤ 環境に配慮された施設計画
○サステイナビリティ・トランスフォーメーション（SX）に貢献する研究開発拠
点を目指すことから、GXの視点を導入し、環境負荷の少ない施設の整備
を検討します。

再生可能エネルギーの導入促進
大学やスタートアップの研究成果の積極的な活用の検討
エネルギー利用の抑制で、脱炭素社会実現に貢献する低環境負荷施設の整備
屋上緑化や壁面緑化による建物の環境性の向上と国産木材の積極的利用 等

○高度な研究開発機能に加え、地域に開かれた拠点を整備することを踏まえ、
入居者や来訪者の安全・安心に配慮した防災計画を検討します。

○量子コンピューティング技術等の研究開発は、安定的な稼働が求められる
ため、施設のインフラの冗長化による事業継続対策等に対応した災害に強
い施設を目指します。

○国内外の最先端企業・高度人材を誘致するため、エリア全体のサインの多言
語化、ユニバーサルデザインの視点でのエリアごとの配色、サイン計画、外
構計画など、誰もがアクセスしやすく、利用しやすい環境を整備します。

エリア全体での一体性や統一感のあるサイン環境
多言語・ピクトグラム等を用いた案内図等の導入
エリア全体の段差の解消、平坦性の確保や点字ブロックの設置
新川崎・創造のもりのブランディングにつながるゲートサインの設置検討 等

ユニバーサルデザインに対応した特徴的なストリート
ファニチャー（みなとみらいほか）

特徴的なゲートサイン
（国立競技場）

壁面緑化のイメージ（キングスカイフロント） NANOBIC木質化の事例出典：サンオータス職員撮影

職員撮影 職員撮影
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5-4 本市が設置・運営するスペース

5-5 外部資金を活用した拠点運営の検討

○機能更新による施設整備・運営は民間主体とし、本市は、外部の多様な人材を呼び込むための次の機能を設置・運営し、拠点の活性化を目指します。

外部利用者を呼び込み、起業家予備軍を誘引・育成、施設利用者同士の交流を促すためのコワーキングスペース(5-1-2)

日常的なミーティングや小規模セミナー開催等に対応した多目的コラボレーションスペース(5-1-2)

アイデアの具体化・試作を支援するための先端デジタル工作機器を備えたオープンファクトリー(5-1-3)

種別 主な内容 想定面積

コワーキングスペース
コワーキングスペース、登記可能な個室スペース、多目的コラボレー
ションスペース等

約800～900㎡

オープンファクトリー レーザーカッター、３Dプリンタ等 約200～300㎡

合計 約1,000～1,200㎡

将来の変化の大きさや不確実性等を見据え、社会環境や技術開発のトレンド、支援のニーズに合わせて柔軟に機能や規模を変化させることができることから、
必要な面積を、賃借にて設置

※本市が設置・運営を想定するエリア（約1,000～1,200㎡）は、本事業の全体想定整備面積（約49,000㎡）に対して小規模（約2％）であり、買取での区分所有を行う
ことは整備・取得段階、維持管理段階等の効率性が低く、事業者メリットが低い

○コワーキングスペース、オープンファクトリーは、整備費・運営費の一部に寄付金等の活用による設置、運営を検討します。

 寄付金等の活用を通じ、本市の負担軽減のほか、外部の支援者が設置・運営に関わっていただくことで、拠点の応援団を集め、エコシステムを構築する呼び水に
 若い世代の人材や起業を目指す個人と支援者が偶発的に出会い、交流するチャンスの誘発
※デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生拠点整備タイプ）の活用も検討

活動を支援する個人・企業 拠点を利用する個人・起業家

支援者や多様な人材と出会える
可能性が利用者が拠点に集まる
インセンティブに

税制上のメリット
若い力・活動を応援したい想い
スペース活用ニーズ
起業家やスタートアップとの出会い・関わりを求めるニーズ

クラウドファンディング型
ふるさと納税のスキームを想定

コワーキング・オープンファクトリー

• 寄付者のニーズ等を踏まえたセミナーやピッチ
イベント等の開催機会の提供⇒活動の充実

• 返礼品としてコワーキングスペースやオープン
ファクトリーの利用時間を付与⇒賑わいの創出

寄付者も拠点を活用する仕掛け

拠点の賑わい
価値向上

利用者と支援者の偶発的な出会い、交流を誘発
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施設計画06

6-1 施設規模・施設構成・構造

6-2 配置・平面構成

 延床面積：約49,000㎡（容積率 約300％）
 建築面積：約6,400㎡（建ぺい率 約33%）
 建物高さ：約44.5m（ラボ棟：約44.5m／商業・住宅棟：約19m）

イメージプラン
での施設規模

※イメージプランであるため、要件定義ではありません

機能 面積

ラボ （コワーキング・オープンファクトリー等
を含む）

約37,000～40,000㎡

アメニティ機能（例：交流ラウンジ、フィットネ
ス、教育関連機能、保育園、クリニック等）

約4,000～5,000㎡

会議室 約1,200㎡

滞在機能 約2,000～5,000㎡

商業 約600㎡

合計 約49,000㎡

面積表（概算）

今後の詳細な事業性の検討により、各機能の面積は増減する見込み

【施設構成・建物ボリュームの考え方】
北側の集合住宅に配慮し、北側の高さを抑え、敷地北側には広場空間を配置
ラボ棟は地区計画が定める最高高さ45m近くまでボリュームを確保

○公園側の環境に配慮し、建物は線路側に寄せて配置
○エリア全体の回遊性の向上に向け、新川崎駅～各施設～公園への動線に配慮

イメージ図であるため、要件定義ではありません

本編p.60-67
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機能 概要

①共用部

メインエントランス 【メインエントランス】
施設全体のエントランス空間として配置
受付や大会議室のホワイエ等を兼ねる
配置階：１階／面積：約100～200㎡

【サブエントランス】
セキュリティを考慮した個別アクセスが可
能なラボの配置を想定

会議室 間仕切りによる分割利用も可能な仕様
面積：約1,200㎡

コワーキングスペース・オープンファクトリー コワーキングスペース・オープンファクト
リーの他、多目的コラボレーションスペー
スや展示スペース等を想定

面積：約1,000～1,200㎡

その他アメニティ 研究施設に付加価値をもたらす機能
面積：約4,000～5,000㎡

②専有部

ラボ 必要に応じて特殊な仕様が求められる
機能導入にも対応できるよう、一部は
一定の天井高を確保したフロア

配置階：各階
面積：約37,000㎡～40,000㎡
（コワーキング等を含む）

滞在機能 企業・大学等の研究者・技術者等を対象
とした短期～長期の滞在施設を想定

面積：約2,000～5,000㎡

商業 就業者、来訪者、地元住民が気軽に利用
できるカフェ・レストラン・ショップ

配置階：１階
面積：約600㎡

6-3 建物外観イメージ 6-4 諸室構成 15



運営方針08

○本事業は、本市の施設利用面積が小さいため、財政負担が少なく、将来的
な行政需要に応じた土地利用が可能となる定期借地権方式を採用します。

事業方式 従来方式 PFI（BTO方式） 定期借地権方式 公有地売却方式

概 要

•設計、施工、維持管理
をそれぞれ発注、契約

•資金は市が一括調達

•民間事業者が施設を建
設後、所有権を市に移管

•公共施設整備が前提

•市が民間事業者に土地
を貸付後、民間事業者が
設計・施工、管理を実施

•土地を民間に売却

•市の関与がほぼで
きなくなる

資金調達 市 民間 民間 民間

建設主体 市 民間 民間 民間

土地所有者 市 市 市（民間が借地） 民間

建物所有者 市 市 民間 民間

運営主体 市／指定管理者 民間 民間 民間

採用事例 KBIC、NANOBIC カルッツ、はるひ野小学校 AIRBIC、LiSE -

7-1 事業手法の整理と評価 7-2 事業手法の決定と概算事業費

調査・設計費 約１２．５億円

工事費 （解体含む） 約242億円

選定業務に係る費用 約０．5億円

合計金額 約255億円

施設整備に係る総事業費の試算（概算）
本市負担は、市が設置するコワーキン
グスペース等の整備費、賃借料のほか、
企業・大学等の投資促進・立地誘導支
援、K2プロジェクトの一時移転施設の
整備費等を想定しています。

国の補助金やクラウドファンディング
型ふるさと納税等の活用を検討し、本
市の負担額の軽減を図ります。※令和6(2024)年4月時点の建設物価等で算定

○市は、事業者に対して対象敷地に借地権を設定し、土地を貸し付けます。

○事業者は建物の整備、運営等を行い、本市や慶應義塾、企業等が入居し、量子
イノベーションパークの形成等の実現に向けて関係者が協力・連携を行います。

賃借料 借地料（地代）

建物を整備・運営

協力・連携

事業スキーム

8-1 運営方針

○新たな施設は、ラボ機能に加え、アメニティ機能、商業機能も含まれる複合的な施設となることから、本市の十分な関与のもと、新川崎・創造のもり全体
の総括的な視野を有した運営方針を検討します。

○さらに、新川崎・創造のもりの持つ量子技術やスタートアップの集積・輩出機能と、市内のイノベーション拠点との連携によるエコシステム形成の視点を
踏まえた、既存施設の指定管理者との連携やマネジメント拠点の設置等、適切な運営体制の構築を目指した検討を行います。

運営に関する方針 施設の維持管理に関する方針

新川崎・創造のもり全体の機能強化に向けた運営の考え方を導入します。

本市が今後検討する立地誘導・投資促進制度を積極的に活用し、民間事業者と
連携しながら量子イノベーションを先導する量子・AI・半導体等の先端技術領域
の企業や、そうした技術を活用する素材・創薬等の企業を誘致します。

イノベーション・エコシステムの基盤とエンジンを担う機能の実装を目指します。

研究者、来街者、周辺住民の利用を高める公共空間の利活用等に配慮します。

施設利用者の安全かつ快適な利用環境を提供するため、施設の初期機能及び性
能等を常に発揮し、時代に応じてアップデートしながら最適な状態を維持します。

ラボ機能を中心として、アメニティ機能、商業機能等を含む複合的な施設という
特殊性を踏まえ、建物、設備・什器の保守管理、衛生管理、修繕、植栽維持管理等
を適切に実施します。

事業手法07 本編p.68-70

本編p.71-72

協力・連携

施設全体の中で、本市が設置・運営を検討している面積の割合が低く、従来方式や
PFI手法の導入は馴染むものではありません。

 「定期借地権方式」と「公有地売却方式」は、これまでの民間事業者との対話等か
ら、事業者は両方式での参画意向が高い状況です。

量子イノベーションパーク実現に向けて、本市が事業に関与する必要があること
や、将来的な行政需要を見据え、現段階で公有地売却方式は適切ではありません。

定期借地権方式は、本市が財政負担を抑えながら、一定関与し、民間ノウハウを活
かした施設整備が可能であり、地代収入と固定資産税等の税収が見込め、本市に
とってメリットの高い事業手法です。
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テナントとして入居
賃借料

川崎市

慶應義塾

民間事業者

企業等



9-１ 経済波及効果

9-2 新たな拠点整備に伴う雇用創出・税収見込

9-3 拠点の実現により期待される効果

雇用創出効果

税収見込

○新たな施設整備に伴う雇用効果として、新たな施設に722人が雇用され、そのうち433人が市内に在住すると想定されます。
※類似施設の面積あたりの従業員数から当該施設における従業員数を試算し、「令和2年国勢調査」都市別従業地・通学地の常住地等別データによる｢川崎市内の従業者の中で川崎市を常住地とする者の割合｣から試算

○土地の高度利用による新たな施設整備に伴う見込みとして、民間事業者による大規模施設整備のほか、最先端企業（大企業・スタートアップ）の入居と、
研究開発を担う高度人材の市内集積により新たな税収が見込まれます。

10年目 20年目 30年目 40年目 50年目

市税の累計額 約39億円 約79億円 約111億円 約146億円 約172億円

法人が納める4税目（固定資産税、都市計画税、法人市民税、事業所税）と新たな施設
において市内に居住する就業者が納める個人市民税の合計

※試算は見込みであり、今後の民間事業者の提案内容、施設の利用条件により異なります。

こうした効果を早期に発現させるため、税源涵養に資する支援制度も今後検討

○モデルプランに基づき、供用開始後企業等による研究開発活動が行われた場合の経済波及効果を分析しました。

 新たな拠点整備に伴う、新たな需要として、①建設投資額 255.8億円、②施設の維持管理に係る費用 2.4億円／年、③企業の研究開発の結果により生じる売上高
207.6億円／年（※）と試算し、本市「平成27（２０１５）年川崎市産業連関表」を活用し経済波及効果を分析 ※経済センサス活動調査（令和3年）を基に算出

① 施設の建設に伴う効果 生産誘発額 353.5億円 誘発就業者数 2,457人

② 施設の維持管理に伴う効果（年間） 生産誘発額 003.4億円 誘発就業者数 0,022人

③ 企業等の研究開発に伴う効果（年間） 生産誘発額 248.8億円 誘発就業者数 3,110人

経済波及効果

○新川崎・創造のもりの持つ量子技術やスタートアップの集積・輩出機能、オープンイノベーションの風土等が駆動力となり、市内の研究開発拠点と連動し、各
拠点の技術・ビジネス・人材の成長を加速させ、川崎から次々と世界へ飛躍し世界をリードする産業を創出するイノベーション・エコシステムを形成します。
○本市が世界から選ばれる都市へと成長・発展し続ける「サステナビリティ・トランスフォーメーション（SX）」を実現します。

期待される効果09 本編p.73-76

税収額（単年） 税収額（累計）

単位：億円（累計）単位：億円（単年）

10年目 20年目 30年目 40年目 50年目
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その他10

10-１ 事業スケジュール

令和6(2024)年度 令和7(2025)年度 令和8(2026)年度 令和9(2027)年度 令和10(2028)年度 令和11(2029)年度 令和12(2030)年度

設計 建築工事 供用開始事業者選定

事業者決定

基本計画

サウンディング調査 K2プロジェクト移転調整 既存施設
解体

○本計画に基づき、サウンディング調査を行いながら、事業者公募のための要求水準等を取りまとめ、令和7(2025)年度に事業者選定を行います。

○令和7(2025)年度からK2タウンキャンパスの研究プロジェクトの移転調整を進め、令和8(2026)年度に既存施設の解体に着手し、令和９(2027)
年度から建築工事に着手する予定です。

○工事期間については、約2年半かかることが想定され、令和11(2029)年度の工事完成、供用開始を目指しています。

10-2 新たなスキームへの移行

○K2タウンキャンパスの敷地は、現在、市と（一財）川崎市まちづくり公社とが事業用定期借地権契約を設定しており、その契約期間が令和１２（2030）年３
月までとなっていることから、新たな事業者の選定後、両者合意の上で契約を前倒し解除し、その後、新事業者との定期借地権契約を締結する予定です。

○既存建物の解体は、新事業者が施設の建築工事と一体的に施工することで、工期の短縮と整備費を圧縮する工夫を取り入れることが可能となります。

○施設整備にあたっては、地区計画の基準とあわせ、都市計画法等の関連する法令及び条例・基準等を踏まえ、施設内容に応じた整合等を図っていく必要が
あります。

10-3 関係法令の整理

【既存】借地契約

建物所有：
まちづくり公社

底地権：川崎市

【新】定期借地権設定契約

借地権者：まちづくり公社

①本市とまちづくり公社の借地権契約を両者合意の上で前倒し解除
②本市と新たな事業者との借地権契約を締結
③まちづくり公社から新事業者へ建物所有権を移転

建物所有：
新事業者

底地権：川崎市

借地権者：新事業者

底地権：川崎市

借地権者：新事業者

新施設の
建設

解体

新事業者が既存施設の解体と新施設
の建設を一体的に施工

底地権：川崎市

借地権者：新事業者

建物所有：
新たな事業者

施設の供用開始

スキーム移行のステップ

本編p.77-80
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